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共有特許権者倒産による他の共有者

及びライセンシーへの影響とその対策

服 部 誠

片 山 英 二

抄 録 今日，多くの日本企業が他の企業，研究機関等との間で共同研究，共同開発を行っており，

その成果物としての特許がそれら企業等との間で共有されることがある。また，そのような場合にお

いては，共有特許が第三者に実施許諾されることもある。他方，長引く不況の影響により倒産件数が

高い水準で推移しており，特にここ数年は上場企業等の大型倒産案件が増加している。したがって，

他企業等との共同研究，共同開発を行っている企業，及び共有特許のライセンスを受けている企業は，

共同事業の相手方企業ないしライセンサー企業が倒産することによって生じうるリスクを十分 慮し

た上で企業活動を行っていく必要がある。そこで，本稿は，共有特許の共有者の一人が倒産した場合，

他の共有者及び共有特許のライセンシーはどのような影響を受けるのか，また，そのような事態にい

かに対応すべきかについて検討することを目的とする。
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. は じ め に

産業技術が高度化し，国際的な競争が激化し

ている今日において，多くの日本企業は，新規

技術開発，新規商品開発等を目的として，自社

にはない技術を有する他企業，研究機関等との

間で共同研究，共同開発を行っている。そして，

研究開発の成果物としての特許が，それら企業

等の間で共有されることがある 。

他方，日本経済はバブル経済崩壊後の長引く

不況に喘いでおり，構造改革の推進ともあいま
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って，倒産件数は高い水準で推移している。ま

た，ここ数年は，財務基盤が脆弱な新興のベン

チャー企業や中小企業の倒産だけではなく，上

場企業等の大型倒産が増えている。

そこで，他企業等との共同研究・共同開発を

模索している企業及び現にそれら共同事業を行

っている企業は，相手の企業等が倒産するリス

クを 慮したうえで共同事業を行っていく必要

があるといえる。すなわち，共有に係る特許（以

下共有特許という）及び共有特許を受ける権利

の保有者は，他の共有者（以下相共有者という）

が倒産に至った場合に，法律上，事実上，いか

なる不利益を被るおそれがあるのか，また，そ

れに対して事前，事後にどのような方策を立て

ればよいのかを検討しておくべきであろう。

また，共有特許の活用の一形態として，共有

特許が第三者へライセンスされることがある。

そして，その場合において，ライセンサーたる

共有特許権者が倒産する事態が起こり得ないで

はない。ライセンシーが当該特許を企業活動の

基礎としていた場合，ライセンサーの倒産によ

り当該特許を利用できなくなれば，ライセンシ

ーに生じる損害は甚大なものとなる。そこで，

共有特許のライセンスを受けている企業は，ラ

イセンサーたる共有特許権者の倒産によってど

のような影響を受けるか，また，それに対する

事前，事後の対策としてどのようなことが え

られるかを把握しておくべきである。

本稿は，上記の共有特許と倒産を巡る問題点，

すなわち，⑴共有特許ないし共有特許を受ける

権利の共有者の一人が倒産した場合に，相共有

者はいかなる影響を受け，それに対して事前，

事後にどのように対応すればよいか，⑵共有特

許がライセンスされている場合にはライセンシ

ーはどのような影響を受け，それに対してライ

センシーはいかに対応すればよいのかについて，

諸外国の中でも日本企業との関係が特に深い米

国の法制度にも触れつつ，検討することを目的

とする。

まず，共有特許（2.1～2.8）及び倒産手続

に関する基本事項（3.1）を説明した上で，上

記各問題点について実務的観点から論ずること

とする。

. 共有特許について

. 共有特許の発生

特許権の共有関係は，共同研究・共同開発者

がそのまま特許権者になった場合に生じる 。

そのほか，特許権が成立した後，特許権者が他

の者に対して特許権の一部を譲渡した場合，特

許出願前又は出願中に，発明者ないし出願人が

他の者に対し特許権を受ける権利の一部を譲渡

して共同出願人となった上，特許権を取得した

ような場合に生じる 。

注意を要するのは，特許を受ける権利の共有

者は，他の共有者と共同して特許出願をしなけ

ればならないということである（特許法第38

条）。これに違反して特許出願がなされたとき

は，特許を受けることができず（同法第49条第

２号），また，仮に特許権を得たとしても，その

違反は，無効事由となるからである（同法第123

条第１項第２号）。

. 特許を受ける権利の共有

特許を受ける権利に関しても，共有関係は生

じうる。すなわち，共同研究開発によって発明

がなされた場合には，共同開発者相互間に特許

を受ける権利の共有関係が生じる。そのような

共有関係は，特許出願前又は出願中に，発明者

ないし出願人が他の者に対して特許を受ける権

利の一部を譲渡する場合（特許法第33条第１項）

にも生じる。

特許を受ける権利が共有となっているときは，

共有特許の場合と同様に，各共有者は他の共有

者の同意を得なければその持分を第三者に譲渡
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することができないことに注意を要する（同条

第３項）。

. 共有特許の実施

特許権の共有者は，他の共有者の同意を得ず

とも当該特許発明の実施をすることができる

（特許法第73条第２項）。すなわち，各共有者は，

契約で別段の定めをした場合を除き，他の共有

者の同意を得ることなく，自己の持分とは関係な

く特許発明についての無限定の実施をなしうる 。

この点，共有者の一人が当該特許発明を実施

して製品を製造するために下請会社を用いた場

合，それが共有者自身による発明の実施に該当

するのか，それともライセンスに基づく下請会

社独自の実施とみなされるのかが問題となる。

後述のとおり，下請会社独自の実施にあたると

みなされる場合には，当該実施に関して他の共

有者の同意を得る必要があるからである。大判

昭和13年12月22日民集17巻24号2700頁は，①製

作について権利者との間に工賃支払の契約があ

り，②原料の購入，製品の販売，品質等につい

て一切共有権者の指揮監督の下になされ，③製

品はすべて共有権者に引き渡され，他に売り渡

された事実がないことをもって，下請的実施者

は特許権者たる実施事業主の一機関に過ぎない

旨判示している。また，仙台高裁秋田支判昭和

48年12月19日判例時報753号28頁は，実用新案権

の共有者の一人が技術指導をし，材料，品質，

製造機械の性能について指示を与え，製品は専

ら共有者に納入され，共有者が製品の検査をし，

製造量や製品単価も共有者が決定し，製品に共

有者の経営する会社の商標が付されていたが，

設備は下請会社が所有しており，また下請企業

と共有者との間に資本的なつながりはなかった

という事案において，下請企業は共有者の一機

関として製造したものであって，共有者が自己

の計算においてその支配管理の下に実施したも

のと解すべきであるとしている 。本判決につ

いて，中山信弘・工業所有権法（上）特許法〔第

２版増補版〕303頁は，「基本的には，下請が，

共有者の指示に従い，全量を共有者に納入し，

商標等も共有者のものが付されているような状

況があれば，下請は共有者の手足と見ることが

でき，その実施は共有者の実施としてもよいで

あろう」とし，我が国の下請けの実情を勘案す

ると，下請会社独自の実施と判断した下級審判

決 よりも高裁判決の方が妥当であろうとして

いる（同306頁注⑶）。

他の共有者の同意を得ずに行われた下請企業

の実施行為が当該下請企業独自の実施に該当す

る場合には，他の共有者に損害賠償請求権，差

止請求権が発生することになる 。共有者の一

機関としての実施なのか，それとも下請企業独

自の実施なのかは，具体的事案における裁判所

による個別判断であり，必ずしも明確な基準が

存在する訳ではない。そこで，共有特許権者は

できうる限り他の共有者の同意を得る努力をし

たほうが無難である。同意が得られない，ある

いは同意を得ずして行う必要のある場合は，上

記各裁判例の判示を参 として，一機関として

の実施が明確になるような形で下請を依頼すべ

きである。

. 共有特許の譲渡・質権設定及び実施

権の設定・許諾

独自に実施する場合と異なり，各共有者は，

他の共有者の同意を得なければ，その持分を譲

渡したり，その持分を目的として質権を設定し

たりすることができない（特許法第73条第１

項）。また，その特許権について専用実施権を設

定し，通常実施権を許諾する場合にも，他の共

有者の同意を得なければならない（同条第３

項）。共有持分の自由譲渡が禁じられているの

は，他の共有者の利益を保護するためであり，

その意味から，他の共有者の同意がない以上，

差押や換価処分もできず，裁判所の譲渡命令を
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もっても権利を移転させる効果は生じない 。

ただし，一般承継の場合，共有持分は当然に承

継されるから，会社の合併の場合は，共有持分は

当然に合併後の会社に承継されることになる 。

また，特許法第73条の規定は任意規定である

と解されており，共有者間の契約で，これと異

なる定めをすることができる。したがって，共

有者は，他の共有者との契約によって同条の定

める上記各制限を解くことができる。共有特許

の取り扱いについては，後日当事者間で問題が

生じないように予め契約で取り決めをしておく

べきである 。

. 共有特許と審判請求・審決取消訴訟

の提起

特許権又は特許を受ける権利の共有者が，そ

の共有にかかる権利について審判を請求すると

きは，共有者の全員が共同して請求しなければ

ならない（特許法第132条第３項）。特許権の共

有者が請求する審判は，存続期間の延長登録出

願に対する拒絶査定不服審判（同法第125条の

２），訂正審判（同法第126条）及び特許無効審

判の確定審決に対する再審（同法第174条第１

項）があり，特許を受ける権利の共有者の請求

する審判は，拒絶査定に対する審判がある（同

法第121条）。本条項に違反して請求された審判

事件については，審決をもって却下される（同

法第135条）。

他方，審決取消訴訟の提起に関しては，明文

規定は存せず，学説及び裁判例上，合一的確定

の必要上，固有必要的共同訴訟であり，一人の

なした訴訟提起は却下されると解する立場と，

保存行為として共有者の一人に原告適格を認め

る立場に分かれていた。

この点，最判平成７年３月７日民集第49巻３

号944頁は，実用新案登録を受ける権利の共有者

が，共同で拒絶査定に対する審判請求をし，請

求が成り立たない旨の審決を受けた場合に提起

する審決取消訴訟は，固有必要的共同訴訟であ

ると判示した。

他方，最判平成14年２月22日民集56巻２号348

頁は，無効審判に対する無効審決（当事者系）

の取消訴訟について，権利の消滅を防ぐ保存行

為として，共有者の一人が単独で訴訟提起する

ことができるとした 。また，最判平成14年３

月25日民集56巻３号574頁は，特許異議の申立に

基づく当該特許の取消決定に対する取消訴訟に

ついて，同じく権利の消滅を防ぐ保存行為とし

て，共有者の一人は単独で訴訟提起することが

できる旨判示した 。

これら近時の二つの最高裁判決は，いずれも

一度成立した権利の取り消しに関するものであ

る。すなわち，未だ特許が成立しておらず，こ

れから特許を受けようとする場合（前記平成７

年最高裁判決の事案はこの場合にあたる）には

共有者全員で取消訴訟を提起することが要求さ

れるが，いったん特許が成立した後に異議手続

ないし無効審判手続において当該特許査定が取

り消された場合は，特許権の消滅を防ぐ保存行

為として，単独で取消訴訟を提起することがで

きる。

. 共有特許のエンフォースメント

次に共有特許のエンフォースメントについて

みると，まず，損害賠償請求・不当利得返還請

求は，各共有者が自己の持分につき単独で行使

することができる 。各共有者は，あくまでも

自己の持分に応じた額だけを請求することがで

きる。損害を支払う側は，登録持分の割合によ

って按分した損害額を支払えばよく，また持分

の登録がなくその持分について不明のときは，

各共有者の持分は 等と推定されるので（民法

第250条），反証なき限り 等に按分した額を支

払えばよいことになる 。

他方，共有者が単独で妨害排除請求（差止請

求）をなしうるかどうかについては，保存行為
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として各共有者が単独でなしうるとする見解

と，各共有者はその持分権に基づいて当然に妨

害排除請求権を有するとする見解 がある。こ

の点に関する裁判例は存しないが，いずれの学

説の立場によるにせよ，単独で妨害排除請求を

なしうるとするのが通説であるといえよう 。

. 共有特許の終了

共有関係の消滅については，明文規定は存し

ないが，共有者の一人による共有特許の代金分

割又は価格賠償による分割請求によって共有関

係は消滅すると解されている。分割禁止の特約

につき，民法第256条第１項但書の適用があり，

５年以内の分割禁止契約をなすことは可能で，

その旨の登録もできる（特許登録令第33条第２

項）ことから，その反対解釈として，そのよう

な特約がない場合には，代金分割又は価格賠償

による分割の請求が認められるものとされてい

る 。また，共有者の一人は，その共有持分を放

棄することが可能であり，その場合には，民法

第250条の規定に基づき，他の共有者の持分が拡

張される形で共有特許関係が終了するものと解

されている。

. 単独でなしうる行為と共同で行う必

要のある行為

以上共有特許の特徴をみてきたが，倒産手続

との関係では，倒産時において，いかなる行為

が当事者間の特約なくして単独かつ相共有者の

同意を得ずして行うことができ，いかなる行為

が相共有者たる倒産者の同意を必要とするか

（及び共同で行う必要があるか）について十分認

識しておくことが重要である。そこで，以下，

単独かつ相共有者の同意を得ずしてなしうる行

為とそれ以外の行為について整理しておく。

⒜ 単独かつ同意を得ずして行うことのでき

る行為

1) 共有者自身による当該特許発明の実施

（特許法第73条第２項）

2) 共有者の一機関としての下請的実施

3) 共有特許の一般承継（会社の合併による

共有持分の一般承継）

4) 無効審決（当事者系）に対する取消訴訟

の提起

5) 特許異議の申立に基づく特許の取消決定

に対する取消訴訟の提起

6) 自己の持分に関する損害賠償請求・不当

利得返還請求

7) 妨害排除請求（差止請求）

8) 共有特許の代金分割または価格賠償によ

る分割請求による共有関係の消滅

⒝ 他の共有者の同意を要する行為ないし共

有者全員共同で行う必要のある行為

1) 特許出願（特許法第38条）

2) 特許を受ける権利の持分の譲渡（特許法

第33条第３項）

3) 共有持分の譲渡，質権の設定（特許法第

73条第１項）

4) 専用実施権設定及び通常実施権の許諾

（特許法第73条第３項）

5) 審判の請求（特許法第132条第３項）

6) 拒絶査定不服審判不成立に対する審決取

消訴訟の提起

. 米国における取り扱い

本節の最後に，多くの日本企業と係わり合い

のある米国特許法における共有特許の取り扱い

をみておこう。

米国特許法における共有特許の扱いは，日本

法と比べるとかなり相違がある 。すなわち，共

同発明者によって発明が完成された場合，特許

について各自が 一で不可分の持分を取得する

こととなる（35U.S.C.116）。そして，特約がな

い限り，各共有者は，他の共有者の承諾を要す
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ることなく，第三者への実施権許諾，持分の譲

渡 及び質権設定をなしうる（35U.S.C.

262) 。そして，実施権許諾によって得た利益

を全て自己のものとすることができる 。他方で，

特許権が共有に係るときは，共有者全員で侵害

者に対する訴訟を提起しなくてはならない 。

. 共有特許と倒産－相共有者への影
響及びその対策－

. 倒産手続開始の意義

それでは，上記のような特徴を有する共有特

許の保有者の一人が倒産した場合，他の共有者

にいかなる影響が生じるであろうか。まず，倒産

手続開始の意義についてごく簡単に触れておく。

倒産（経済主体の経済的破綻）には，法律上

の手続に拠らずに債権者と債務者が任意に協議

して債務者の財産関係の処理をすすめる私的整

理と，法的な手続に則って処理がすすめられる

法的整理とがある。倒産という事態を収拾する

ための手続は，その目的に着目した場合，清算

型と再建型の二つのタイプに分けることができ

る。清算型の手続は，債務者の総財産を金銭化

し，同じく金銭化された総債務を弁済すること

を目的としている。他方，再建型とは，収益を

生み出す基礎となる債務者の財産を一体として

維持し，債務者自身又はそれに代わる第三者が

その財産を基礎として経済活動を継続し，収益

を上げる手続を意味する 。法的な清算型手続

には，1)破産法に基づく破産手続，2)商法第

431条以下の規定に基づく特別清算手続があり，

法的な再建型手続には，1)会社更生法に基づく

会社更生手続 ，2)商法第381条以下の規定に

基づく会社整理手続，そして，3)従来の和議法

に代わる制度として平成11年に立法された民事

再生法に基づく民事再生手続がある 。

破産手続とは，債務者が経済的に破綻した場

合，債権者又は債務者の申立てにより，裁判所

の破産宣告と同時に裁判所の選任した管財人が，

債務者の財産を収集換価し，債権者に配当して

その財産関係を清算する手続である。特別清算

手続とは，清算中の株式会社につき，特別清算

人が裁判所の監督の下で清算を行い，債権者ら

との協定によって債権者の満足を図る，破産手

続の硬直性を緩和して，通常の清算手続との中

間的処理を可能ならしめることを目的とした手

続といえる 。会社更生手続とは，破綻に瀕し

た株式会社につき，関係人の裁判所への申立て

によって開始され，裁判所によって選任された

管財人が中心となって，担保権者・株主をも含

めた再建計画を作成し，法定多数以上の関係者

の関係人集会での同意を経てこれを遂行するこ

とにより，事業の維持更生を図ることを目的と

する手続である。会社整理とは，破綻に瀕した

株式会社につき，関係人の裁判所への申立てに

よって開始され，裁判所の監督の下，関係人の

協力によって再建計画を作成し実行することに

よって企業の維持を図ることを目的とする手続

をいう。民事再生手続とは，債務者が業務の遂

行及び財産の管理処分を原則として継続しつつ，

再生計画を立案し，債権者の法定多数の同意に

より可決された再生計画に基づいて，債務者の

事業または経済生活の再生を図る手続を指す 。

私的整理も含め，倒産手続の開始とともに，

従来倒産者が有していたその財産と事業の管理

処分権は，どの手続によっても何らかの制限を

受けることになるのが通常である。私的整理の

場合は，法的な手続準則があるわけではないの

でその処理手続は個々の案件によって異なるが，

通例では，倒産者は債権者集会の開催を求め，

又は集会での債権者の決議に服することによっ

て，財産と事業の経営について債権者による集

団的な監視を受けることを受け入れることにな

る 。法的倒産手続のうち破産手続及び会社更

生手続においては，倒産者の財産の管理・処分

権は，倒産者から裁判所によって選任された管
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財人に移ることになる（破産法第７条，旧会社

更生法第53条，新会社更生法第72条第１項) 。

他方，特別清算手続，会社整理手続及び民事

再生手続では，原則として債務者が継続してそ

の業務を遂行し，又はその財産を管理し，若し

くは処分する権利を有することになり（商法第

434条，同法第386条第５号，民事再生法第38条

第１項) ，債務者が有していた業務遂行権や財

産管理処分権に変更は来たされない。もっとも，

特別清算手続及び民事再生手続に関しては，手

続開始後，特別清算人，再生債務者は，債権者

に対し，公平かつ誠実にこれらの権利を行使し，

かつ手続を追行する義務を負う（商法第417条及

び同法第434条，民事再生法第38条第２項）。そ

こで，手続開始後の特別清算人，再生債務者の

法的地位は，破産管財人と類似のものと解され

る 。会社整理においては，管理人が選任され

ない場合は，原則として取締役の業務執行権，

財産管理処分権は影響を受けない 。

. 相共有特許権者への影響

それでは，共有特許権者の倒産により，相共

有特許権者はどのような影響を受けるであろう

か。

破産手続，新会社更生手続及び民事再生手続

においては，この点に関してほぼ同趣旨の規定

表１ 各倒産手続の比較

破 産 特別清算 会社更生 民事再生 会社整理 私的整理

目 的 清 算 清 算 再 建 再 建 再 建 清算/再建

適用対象 限定なし 株式会社 株式会社 限定なし 株式会社 限定なし

手続開始後

の経営主体

・裁判所が選

任した管財人

（経営者は退

陣）

・経営者が清

算人として公

平誠実義務を

負った上で職

務を遂行する

のが原則

・裁判所の判

断により新た

な清算人を選

任

・旧会社更生法で

は，裁判所が選任

した管財人（経営

者は退陣）

・新会社更生法で

は，裁判所が選任

した管財人（経営

責任のない経営者

は管財人として選

任可）

・経営者が公平誠

実義務を負った上

で引き続き経営に

あたるのが原則

・裁判所の判断に

より管財人を選任

・経営者が引

き続き経営に

あたるのが原

則

・裁判所の判

断により管理

人を選任

・事案による

が，経営者が

引き続き経営

にあたるケー

スが多い

共有物の取

り扱いに関

する規定

破産法67条，

94条
規定なし 新会社更生法60条 民事再生法48条 規定なし 規定なし

双方未履行

双務契約に

関する規定

破産法59条 規定なし
旧会社更生法103条

新会社更生法61条
民事再生法49条 規定なし 規定なし

手続の特徴

・倒産法制の

基本型

・一般債権者

が受ける配当

は実際上極め

て低率

・他の手続が

うまく行かな

い場合の受け

皿

・事件の大半

は消費者によ

る免責目的の

自己破産

・株式会社の

簡易破産であ

るとみられる

・債権者の損

金処理目的の

利用もみられ

る

・全ての利害関係

人を手続に取り込

み，会社の役員，

資本構成，組織変

更まで含んだ抜本

的な再建計画の策

定が可能

・手続が複雑かつ

厳格

・主に大企業向け

の手続といえる

・手続に拘束され

る関係者の範囲を

限定した簡易迅速

な手続

・経営者の経営手

腕等の活用が可能

・決議要件が緩和

されているため計

画の成立が容易

・手続の進め

方が法定され

ず，裁判所が

必要に応じた

各種処分を行

うフレキシブ

ルな手続

・整理案を可

決するために

は全員の一致

が必要（その

ため利用が少

ない）

・通常倒産者

は債権者集会

の開催を求め，

又は集会での

債権者の決議

に服すること

によって，財

産と事業の経

営について債

権者による集

団的な監視を

受けることを

受け入れるこ

とになる
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が存在する。すなわち，数人が共有財産を有し

ている場合に，その共有者の一人が倒産手続の

開始決定を受けると，倒産者たる共有者の共有

持分は財団に属し，管財人ないし再生債務者の

管理処分に服する 。管財人等は，その共有持

分を換価しなければならない（再建型である会

社更生手続及び民事再生手続の場合は持分を利

用した事業を継続するという選択肢がある）が，

その方法として持分を譲渡するか ，共有物を

分割しなければならない。分割は，協議による

か，共有物の所在地を管轄する裁判所に対して

共有物分割請求の訴えを提起する方法によるこ

とになるが，民法第256条但書に基づいて共有者

間に共有物分割禁止特約が成立している場合で

あっても，管財人等（破産手続においては条文

上倒産者以外の共有者も含む）はその特約にと

らわれずに分割請求をなしうる（破産法第67条

第１項，新会社更生法第60条第１項，民事再生

法第48条第１項）。そしてその場合，他の共有者

は相当の償金を払って破産者の持分を買い取る

ことができる（破産法第67条第２項，新会社更

生法第60条第２項，民事再生法第48条第２

項) 。他方，倒産者以外の共有者から分割請

求をなすこともできるが，破産手続以外の場合

は共有物分割特約が成立していれば，それに拘

束される。

では，実務上はどのように取り扱われるので

あろうか。

まず，清算型手続の場合，事件の早期終結を

目的とする管財人や特別清算人としては，でき

るだけ早く財産を処分することを望む。そこで，

まず第一に えられるのは，他の共有者へ持分

を売却することであり，その場合には，相共有

者にさほど大きな不利益は生じない。もっとも，

事業自体を第三者に売却することは えられ，

その場合に法形式として合併の形が取られると，

他の共有者の同意なく合併先へ共有持分が移転

してしまうことになる。そのような一般承継を

契約で禁止することも えられるが，かかる合

意を管財人等に対抗することはできない可能性

が高いと解される。他方，倒産手続申立て後に

おいて管財人等が相共有者の同意を得ずして共

有持分を譲渡することはできないものと えら

れる。共有特許において譲渡に相共有者の同意

が必要とされた趣旨は，特許権の共有者は持分

に関係なく自由に実施しうる性質を有すること

から，自己の関与しない方法で，第三者が共有

関係に入ってくることを阻止しようとする点に

あり，かかる共有特許の性質は倒産申立てによ

っても何ら変わるものではない以上，明文の規

定なく同意要件が免除されるとは解しがたいか

らである。

なお，破産手続においては，共有関係により

共有者から倒産した共有者に生じた債権，例え

ば，特許管理費用，共有特許を巡る訴訟におけ

る訴訟費用等は，分割によって倒産者に帰すべ

き共有財産の部分について，別除権を有する（破

産法第94条) 。すなわち，相共有者は他の担保

権の場合と同様に破産手続によらずに破産者の

共有持分から債権の回収が図れる。

他方，再建型手続の場合には，管財人等が積

極的に当該共有特許を活用しようとすることも

えられる。その場合，実施については相共有

者の同意なく行いうること，他方，譲渡，実施

許諾等については相共有者の同意を要すると解

されることについては前述のとおりである。

. 相共有特許権者の対策

上記のとおり，少なくとも法的倒産手続下に

おいては，多くの場合，特許自体について相共

有特許権者にさほど大きな不利益は生じないの

ではないかと解される。もっとも，共有者の一

人が倒産に至った場合には，事実上，同人はも

はや共同研究，共同開発の遂行が困難となり，

特許ビジネスのパートナーとして機能し得なく

なる可能性が生じる。特に，倒産手続開始当初
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会社は混乱するのが常態であり，音信不通とな

る事態もある。そこで，共有者の倒産という事

態に対し，相共有者は，事前事後にどのような

ことを行っておくべきかが問題となる。以下に

えられる対策をまとめておく。

1) まずは，共同研究・共同開発を行う相手

方企業を選定する際に，候補企業の保有する技

術だけではなく，財務面も含めた企業情報を正

確に把握すべきであり，また，共同事業開始後

も相手方の倒産リスク管理を継続することが必

要である。

2) 共有特許の取り扱いについて，後日当事

者間で問題が生じないように予め契約で取り決

めをしておくべきである。具体的には，①共同

研究における発明者の決定方法に関する取り決

め，②特許を受ける権利ないし特許権の帰属に

関する取り決め，③出願事務，手続の遂行，出

願費用の負担等に関する取り決め，④特許発明

の実施，特許権の処分変更などに関する取り決

め，⑤特許発明の実施によって得た利益の処分，

分配に関する取り決め，⑥実施権を許諾する権

利についての取り決め等をすべきであるが，そ

の際，個々のケースに応じた相手方当事者の倒

産リスクを 慮して条項を作成すべきである。

特に倒産リスクが当初から見込まれる場合には，

共同事業の成果たる特許権を単独で取得するこ

とや，相手方の倒産時においても共有特許に係

る諸般の手続や権利行使等を迅速に行えるよう

な規定を盛り込んでおくべきである。

3) 上記2)のような対策が取れなかったと

しても，相手方の倒産の危機を察知した場合に

は，単独では行えない行為について定期的に必

要書類を差し入れてもらうようにすることや当

該持分を譲り受けることなどを検討し，相手方

と積極的に交渉すべきである。

4) 共有者の一人が当該特許発明を実施して

製品を製造するために下請会社を用いている場

合，倒産によって経営主体に変動が生じ，新経

営主体が当該下請企業による実施に対して損害

賠償請求及び製造行為の中止を求めてくること

も えられない訳ではない。一機関としての実

施であることが明確でない場合には，できるだ

け下請企業による実施について相共有特許権者

の同意を得ておくよう努力すべきである。

5) 共有者が倒産した場合，競業他社その他

ふさわしくない者と合併してしまい，競業企業

等による実施を許してしまうことになるリスク

が えられる。こうした事態に対処するには，

相共有者が倒産した場合あるいはその直近の段

階において相共有者の共有持分を買い取ること

ができる旨の特約を結んでおくことが えられ

る。そのような倒産特約の効力がそのまま管財

人等に受け入れられる可能性は高くないであろ

うが，事実上管財人等との交渉材料となりうる

意味はある。

6) いざ倒産という事態が起こった場合には，

（特に当該共有特許が会社にとって重要である

ときには）できるだけ早期に管財人等と交渉し，

共有部分の買取りを求めていくことが重要である。

7) 共有特許の代金分割又は価格賠償による

分割請求によって自ら共有関係を消滅させうる

ことも 慮に入れておくべきである。ただし，

破産手続以外の手続の場合，共有物分割制限条

項は倒産手続開始後も有効である。したがって，

当事者間でかかる条項を規定する場合には，十

分注意すべきである。

. 米国における取り扱い

前述したとおり，米国においては，共有持分

の譲渡を自由に行うことができる。したがって，

競合他社への売却も当然ありうることになる。

その対策として，共有者間で事前に不譲渡合意

をしておくことが えられるが，善意の第三者

たる買受人に対抗できないと解されていること

に注意を要する 。
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. 共有特許ライセンス契約と倒産
－ライセンシーへの影響及びその
対策－

共有特許が他企業にライセンスされているケ

ースにおいて，ライセンサーたる特許保有企業

が倒産する事態が えられる。ライセンサーの

倒産により従来企業活動の基礎としていたライ

センスを利用できなくなるのは，ライセンシー

にとって極めて重大な問題である。そこで，共

有特許のライセンスを受けている企業がライセ

ンサーたる共有特許権者の倒産リスクを 慮し

ておくことが重要である。

そこで，本節では，視点を共有特許権者から

共有特許の実施許諾を受けているライセンシー

に移し，共有特許の共有者の一人であるライセ

ンサーが倒産した場合におけるライセンシーの

地位及び同人のとりうる対策について検討する

こととする。まず，現在盛んに議論されている

知的財産ライセンス契約（以下単にライセンス

契約という）とライセンサーの倒産の問題につ

いて触れた上で，共有特許ライセンス契約と倒

産の問題に立ち入って検討することとする。

. ライセンス契約と倒産

ライセンサーの倒産によって，ライセンス契

約，ライセンシーの地位はどのような影響を受

けるであろうか。

本論点に関しては，次の二つの点が問題とな

る。すなわち，各倒産手続の開始後，管財人等

の第三者性との関係で，いかなる場合にライセ

ンス契約の効力を管財人等に主張することが可

能か，そして，破産法等は双方未履行の双務契

約について管財人等に契約解除権を与えている

が，ライセンス契約はかかる双方未履行の双務

契約に該当するのかが問題となる。

まず，前者については，前述したとおり，破

産手続，会社更生手続では，管財人に業務遂行

権や財産管理処分権が移行することから，管財

人に第三者性を認める見解が有力である。そこ

で，破産手続，会社更生手続においては，実施

権の登録がなされていない限り，当該実施を管

財人等には対抗できないこととなる可能性が大

きいと えられる 。特別清算手続及び民事再

生手続では，原則として債務者が整理ないし手

続開始後も権限を掌握しているが，特別清算人

及び再生債務者は会社のみならず株主及び債権

者との関係で公正誠実義務を負うことから，管

財人に類似した中立・公共的地位を有するに至

ると解される。そこで，特別清算手続及び民事

再生手続においても破産手続等と同様に，実施

権の登録がなされていない限り，当該実施を特

別清算人等に対抗できないこととなる可能性が

あると解される 。他方，会社整理手続及び私的

整理においては，倒産手続開始後においても，

対抗要件を要せずして実施権を債務者に主張し

うると解される 。

後者（＝双方未履行双務契約の問題）につい

ては，破産手続，会社更生手続及び民事再生手

続では，双方未履行双務契約における管財人な

いし再生債務者の解除権が認められている（破

産法第59条，旧会社更生法第103条，新会社更生

法第61条，民事再生法第49条）。特別清算手続及

び会社整理手続においては，同種の規定は存在

しない 。私的整理においては，倒産外の場合と

同様，双務契約上の権利者の個別的な権利主張

が認められることになる。

双方未履行双務契約に関する規定は，手続開

始前に成立した双務契約の当事者の一方が倒産

手続を開始し，かつ，開始当時，双方共に契約

の履行を完全に履行していない場合に適用され

る。「未履行」とは，契約の一部未履行，従たる

給付のみの不履行，不完全履行等のように，広

く未だ完全に履行されない場合を含む。管財人

等が同規定に基づく解除を選択した場合には，

倒産者に損害賠償義務と原状回復義務が発生す
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る（破産法第60条，旧会社更生法第104条，新会

社更生法第61条第５項，民事再生法第49条第５

項）が，損害賠償請求権は，限られた財団の中

から支払われることから（破産法第47条第７号，

旧会社更生法第208条第７号，新会社更生法第２

条第８項第５号，民事再生法第84条第２項第２

号），通常は低い弁済率とならざるを得ない。

なお，契約の相手方は，管財人に対して契約

の履行を請求するのか，それとも解除するのか，

相当の期間を定め，確答すべき旨催告すること

ができる。管財人がその期間内に確答しないと

きは，破産手続の場合は契約を解除したものと

みなされる（破産法第59条第２項）。他方，再建

型手続である会社更生手続及び民事再生手続の

場合には，解除権を放棄したものとみなされる

ことになる（旧会社更生法第103条第２項，新会

社更生法第61条第２項，民事再生法第49条第２

項）。

では，ライセンス契約に上記規定は適用され

るであろうか。

ライセンス契約の法的性格については，通説

は，賃貸借契約に類似する無名契約であり，実

施料と継続して利用させる債務とが対価関係に

ある双務契約であると解している 。そこで，ラ

イセンシーが実施料としてランニングロイヤル

ティーを払っている場合等，双方の債務が未履

行状態にあるといえる場合には適用されること

になる 。もっとも，専用実施権の設定（特許法

第98条第１項第２号）は，登録が効力発生要件

であるとされており，排他的な物権的権利であ

ると えられていることから ，そもそも破産

法第59条の適用を受けないと解する余地もあ

る 。

破産法第59条等管財人等に解除権を付与して

いる各規定の趣旨は，債権者の共同利益を図る

と共に手続の迅速な終結を目的としたものであ

る。したがって，基本的には，管財人等におい

て契約を履行するほうが債権者の共同利益とな

り財団のために利益になるという判断に立つ場

合に，倒産者の債務を履行して相手方の債務の

履行を請求することになる。他方，管財人が財

団のため契約の解除を有利と見，契約の継続を

不利としたときは，契約を解除しようとするこ

とが えられる。したがって，仮にそれが契約

の相手方たるライセンシーにとって極めて重要

な契約であっても，かかる利益は必ずしも優先

して 慮される訳ではないことになる 。

それでは，管財人等による解除権行使を制限

する理論はないのであろうか 。

まず第一に，登録を具備した実施権は保護さ

れるとする え方がある。すなわち，賃貸借契

約に関する判例・学説を参酌し，現行法の解釈

論として対抗要件を具備した実施権については

管財人による解除権を制限すべきであるとする

え方である 。

この え方については，立法的にも動きがあ

る。すなわち，平成15年９月10日，法務省法制

審議会総会において「破産法等の見直しに関す

る要綱案」が採択され，答申とされた。同要綱

案においては，破産法第59条の規定は，「賃借権

その他の使用及び収益を目的とする権利を設定

する契約については，相手方が当該権利につい

て登記，登録その他の第三者に対抗することが

できる要件を備えているときは，適用しないも

のとする。」とされている。破産管財人による双

方未履行双務契約における選択権を制限する内

容であり，その対象を賃借権に限定せず，「使用

収益を目的とする権利」にまで拡張しているの

で，知的財産のライセンスも同条の対象に含ま

れることになる 。そこで，同要綱案に沿った法

改正後は，対抗要件を備えたライセンス契約は

倒産開始後も保護されることが法律上明らかに

されることとなる。

通常実施権は，これを登録すれば，その後に

設定登録された専用実施権に対抗することがで

きる（特許法第99条第１項）。しかし，特約がな
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ければ許諾者に設定登記に協力する義務はない

こと（最判昭和48年４月20日民集27巻３号580

頁) ，ライセンス関係を第三者に知られたくな

いという企業の実務的な要請等の理由から，実

際には，通常実施権の登録はほとんど行われて

いないのが実情である 。そこで，現状のままで

は，上記見解及び要綱案に従った改正倒産法を

前提としても，多くの通常実施権が保護の対象

外となってしまうこととなる 。そこで，例えば

債権譲渡特例法 における第三者対抗要件制度

のような，簡易な登録制度が早期に構築される

ことが望まれるところである 。

次に，現行法の解釈論として，解除権行使の

権利濫用が えられる。

最判平成12年２月29日民集54巻２号553頁は，

年会費の定めのある預託金会員制ゴルフクラブ

の会員が破産した場合，破産管財人が破産法第

59条第１項により会員契約を解除することがで

きるかどうか問題とされた事例において，下記

のように判示して解除権の行使を否定した。

「一 破産宣告当時双務契約の当事者双方に

未履行の債務が存在していても，契約を解除す

ることによって相手方に著しく不公平な状況が

生じるような場合には，破産管財人は破産法五

九条一項に基づく解除権を行使することができ

ない。この場合において，相手方に著しく不公

平な状況が生じるかどうかは，解除によって契

約当事者双方が原状回復等としてすべきことに

なる給付内容が 衡しているかどうか，破産法

六〇条等の規定により相手方の不利益がどの程

度回復されるか，破産者の側の未履行債務が双

務契約において本質的・中核的なものかそれと

も付随的なものにすぎないかなどの諸般の事情

を総合的に 慮して決すべきである。

二 年会費の定めのある預託金会員制ゴルフ

クラブの会員が破産した場合において，破産管

財人が会員契約を解除すると，破産財団は殊更

解除に伴う財産的な出えんを要しないのに，ゴ

ルフ場経営会社は，ゴルフ場施設を利用可能な

状態に保持しこれを会員に利用させなければな

らない状況に変化がないまま，据置期間内の預

託金を即時返還しなければならず，両者の 衡

を失しており，同会社が右の不利益を破産法六

〇条により回復することは困難であり，年会費

支払義務が会員契約において付随的なものにす

ぎないなど判示の事情の下では，右解除により

同会社に著しく不公平な状況が生じるというこ

とができ，破産管財人は，同法五九条一項によ

り会員契約を解除することができない。」

そこで，ライセンス契約においても，例えば，

管財人等のライセンス契約の解除によって生じ

た損害賠償額の返還が財団のごく一部に影響を

与えるに過ぎず，他方，ライセンシーは事業経

営の根幹をなす当該特許の実施を中止しなけれ

ばならず，かつ，倒産者の未履行債務（例えば

メンテナンス義務）がライセンス契約において

付随的なものにすぎない等，上記判例と同程度

の著しく不公平な状況が生じるということがで

きる場合には，管財人等の解除権行使は権利濫

用にあたるものと解しうるのではないかと え

られる。

この点，前述の要綱案に従った改正法の下で

は，登録された実施権は解除し得ないという形

でライセンシーの保護措置が図られている以上，

もはや権利濫用は認められないのではないかと

いう見方もありうる。しかし，前述のように，

ライセンシーからの申し出に基づく登録が認め

られていない以上，対抗要件が備わっていなく

ともその一事をもってライセンシーに帰責事由

があることにはならない。従って，要綱案に従

った改正法施行下においても，事案によっては，

権利濫用が認められる可能性はなお残されてい

るものと解される 。

上述のとおり，当該ライセンス契約が双方未
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履行の双務契約に該当する場合，契約関係が継

続するかどうかは，実施権について登録がなさ

れていない場合には，原則として管財人等の判

断に委ねられることになる。それでは，現実の

倒産事件において，登録がされていないライセ

ンス契約に対して管財人等はどのような態度に

出るであろうか。清算型と再建型に分けてみて

いく必要がある。

① 清 算 型

まず，清算型の場合，実務的な取り扱いとし

ては，倒産事件の迅速な終結を目的とする管財

人等としては，多くの場合，ライセンシーに対

して当該特許の買い取りを要請していくことに

なるものと えられる 。したがって，清算型

の倒産手続によってライセンシーが当該特許の

実施行為を継続することができなくなる可能性

は比較的低いものと える。一方，当該特許が

数社にライセンスされている場合には，管財人

等は，それぞれに対して当該特許の売却をもち

かけることになる。ライセンシーは，共同で買

い取るか，あるいは高く値段をつけて単独で買

い取ることを迫られる。そこで，特許を買い取

らず，かつ対抗要件を具備していなかったライ

センシーは，特許の実施を継続できないおそれ

が生ずることになる。

② 再 建 型

次に，再建型の事案において，当該ライセン

ス契約が双方未履行の双務契約に該当する場合

には，管財人等が契約を履行するほうが財団の

ために利益になると判断した場合にはライセン

ス関係を維持し，他方，管財人等が破産財団の

ため契約の継続を不利と判断したときは，契約

を解除しようとすることになる。

なお，民事再生事件の申立件数の増加により，

さまざまな業種の会社が企業再建を目的として

民事再生の申立てをしている。その中には，主

要な資産が知的財産権であるというベンチャー

企業のケースも存在する。そうすると，例えば

ある再生会社に重要な特許があった場合，その

特許をライセンシーの負担なしで買い取るため

に再生会社のスポンサーとなり，再生会社に解

除権を行使させようとする第三者が出現する可

能性がある 。

. 共有特許ライセンス契約と倒産

次に，共有特許がライセンスの対象とされて

いる場合について検討する。ライセンサーたる

共有特許権者が倒産した場合，ライセンシーは

どのような影響を受けるであろうか。⑴共有者

のうちの一人がライセンサーとなっており，同

人が倒産した場合，⑵共有者全員が同一ライセ

ンス契約上のライセンサーとなっている場合と

に分けて えてみる。

① 共有者のうちの一人がライセンサーとな

っており，同人が倒産した場合

この場合の法律関係は，基本的には共有に係

らない特許がライセンスの対象となっている場

合と同様であると えられる。したがって，前

述したところの議論が当てはまる。ただし，他

の共有者が持分を取得しようと倒産した共有者

に働きかける場合があり，その場合にはライセ

ンシーの利益と競合することも予想される 。

そこで，ライセンシーは，後述するとおり，事

前事後の対策を講ずることが必要となろう。

② 共有者全員が同一ライセンス契約上のラ

イセンサーとなっている場合

ケースとしては，ライセンシーたる共有者の

一人が倒産した場合と共有者全員が倒産した場

合が えられる。

前者の場合，倒産したライセンサーの管財人

等の解除権行使により，対象特許の使用の継続

ができなくなるのかどうかが問題となるが，契
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約上特段の定めがない限りは，かかる解除によ

って契約関係が解消されるのは，財団に組み入

れられた倒産者の共有持分についてだけであり，

解除の効果は倒産者以外のライセンサーの共有

持分に基づく実施許諾には及ばないものと え

られる。また，解除権行使により倒産者の共有

持分に関するライセンス関係を解消できたとし

ても，倒産者の管財人等が倒産者以外のライセ

ンサーの共有持分に基づく実施許諾について事

後的に同意を取り消すことはできないと えら

れる。したがって，ライセンシーは，倒産者以

外のライセンサーの共有持分に基づく実施許諾

に基づいて，当該特許の実施を継続することが

できるものと解される。実務的には，倒産者と

しては，解除権行使ではなく，前述のように持

分を他の共有者に譲渡し，残りの共有者がライ

センサーとなってライセンス関係を維持するこ

とが えられる。ただし，予防法的観点からは，

後述するとおり，共有者のうち一人が倒産した

場合でもライセンスを継続する条項をライセン

ス契約に設けておくべきであろう。

他方，共有者全員が倒産した場合は，共有で

ない通常の特許権のライセンサーが倒産した場

合と同様の利害状況になると えられる。ただ

し，前述のとおり，共有者の一人でもライセンス

関係を維持しようとすれば，当該ライセンシー

の持分に基づく実施の継続が可能と えられる。

. ライセンシーの対策

以下，ライセンサーの倒産についてライセン

シーが事前事後に取りうべき対策についてまと

めておく。

1) まずは，ライセンスを受けるライセンサ

ー企業を選定する際に，対象技術の内容だけで

はなく，財務面も含めた企業情報を正確に把握

すべきであり，また，ライセンス契約締結後も

相手先の倒産リスク管理を継続することが必要

である。特に，当該技術がライセンシーにとっ

て重要なものである場合やライセンサーの経営

基盤が脆弱である場合には，徹底した管理を怠

らないようにすることが必要である。相手方の

財務状況が芳しくなく，当初から倒産の可能性

が予見しうるような場合には，当該特許の譲渡

を受けることも視野に入れてライセンス交渉す

べきである。

2) 特に企業活動をする上で重要な実施権に

ついては，実施権登録に関する特許権者の同意

が得られるよう努力し，同意が得られた以上，

速やかに登録すべきである 。現行法の下では

ライセンスの対象特許が多い場合には登録費用，

事務負担等の面で多大な負担となることは事実

ではあるが，倒産法制が対抗要件を備えた実施

権を保護しようとしている以上，やむを得ない

コストとして えていくより仕方がない。知的

財産登録制度については，現在関係各省庁で検

討が進められているところであり，今後法改正

が行われる可能性もあるので，法改正の動向に

注視しておくべきであろう。なお，ライセンス

契約上ライセンシーの申し出に基づくライセン

サーの登録協力義務を規定しておき，倒産リス

クが高まったときに登録を行うことも えられ

る。この場合，登録のタイミングいかんによっ

ては，対抗要件否認（破産法第74条，旧会社更

生法第80条，新会社更生法第88条，民事再生法

第129条）の対象に該当するとして管財人等から

登録行為の無効を主張される可能性があるが，

少なくとも管財人等と交渉する際の一つの交渉

材料にはなりうるであろう 。

3) ライセンサーが倒産手続を開始した場合

には，即座に当該ライセンシーないし管財人等

に連絡をとり，ライセンス契約の存在及びその

重要性等を主張すべきである。特に民事再生手

続が開始された場合などにおいては，競業他社

が倒産会社のスポンサーとして対象特許を買い

取ろうとする危険性があるので，実施権につい

て対抗要件を備えていない場合には注意を要す
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る。そうした場合には，管財人等に対し，ライ

センス契約の継続の必要性を説明した上で，対

象特許の買い取りを求めていくべきである。

4) ライセンサーが倒産手続を開始した場合，

具体的にいかなる倒産手続を選択し，経営主体

に変更はあったのかどうかを見極めたうえで，

個々の事案に即した措置を取るべきである。例

えば，前述のとおり，管財人等の解除権が法定

されているのは，破産手続，会社更生手続及び

民事再生手続であり，また，前述のとおり，会

社整理手続においては，手続開始後も対抗要件

なくして権利を主張しうると解した裁判例が存

在する。

5) 破産手続，会社更生手続及び民事再生手

続において，実施権の登録をしておらず，管財

人等がライセンス契約の効力を否定しようとす

る場合，前述のとおり，解除権行使が権利濫用

に該当する可能性もあるので，あきらめずに管

財人等と交渉するべきである。

6) 対象が共有特許である場合に特にあては

まる事前の対策としては，まず，①共有者のう

ちの一人がライセンサーとなっている場合，も

し可能であれば，ライセンシー，ライセンサー

及び相共有者の三者契約を締結し，相共有者に，

同ライセンスに同意するとともに，ライセンサ

ーが倒産した場合には相共有者が倒産者にかわ

ってライセンサーとなるような条項を設けてお

くことも検討されるべきであろう。また，②共

有者全員が同一ライセンス契約上のライセンサ

ーとなっている場合は，共有者のうち一人が倒

産した場合でもライセンスを継続する条項を設

けておくべきであろう。事後的な対策としては，

（特に上記①の場合）倒産によって相共有者がど

のような行動に出るか注意し，できるだけ速や

かに相共有者にも連絡を取って自己の契約関係

を主張すべきであろう。

7) 実施の対象がソフトウェアである場合，

エスクロウ契約によって第三者にライセンス対

象を保持させ，ライセンサー倒産時に当該第三

者から当該対象物の引渡しを受ける条項（エス

クロウ条項）を設けておくことも 慮すべきで

ある 。

8) ライセンサーが倒産した場合のライセン

シーの対象特許の買取請求権を契約上規定して

おくことも検討されるべきである。破産手続，

会社更生手続及び民事再生手続においては，買

取請求権行使のタイミングや買取価格いかんに

よっては権利行使に対して管財人等により否認

（破産法第72条，旧会社更生法第78条，新会社更

生法第86条，民事再生法第127条）の主張がなさ

れる可能性があるが ，管財人等と交渉する

際の一つの交渉材料にはなりうる。

9) 契約履行確保の手段として，対象となっ

ている特許を担保とする担保設定契約を締結し

たり，別途何らかの保証を要求することも え

られよう。ただし，会社更生手続をはじめとす

る倒産手続下においては，担保権の行使が制限

されたりその内容が変更されることがあるので，

注意を要する。

. 米国における取り扱い

最後に，米国法におけるライセンサーの倒産

の場合の取り扱いは次のとおりである。

ライセンサーが倒産した場合，管財人が財団

に負担となるライセンス契約の解除を可能とし

つつ，管財人がライセンス契約を解除したとき

には，ライセンシーは契約を終了させるか，ラ

イセンス契約上の権利を維持するかの二つの選

択債権が与えられ，契約の維持を選択したとき

には，ライセンシーは，ライセンス契約の残存

期間と契約上定められた更新期間の間，ライセ

ンス技術の利用を継続できる（11U.S.C.365⒩

⑴）。そして，ライセンシーのロイヤリティの支

払を確実とするために，ライセンシーの相殺が

禁止されている（11U.S.C.365⒩⑵ ⒤) 。

ライセンスの対象が共有特許である場合のラ
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イセンサーの倒産がライセンシーに与える影響

については，共有特許の譲渡，実施許諾行為は

他の共有者の同意なしに無制限で行うことがで

き，相共有者の存在を捨象して えることがで

きるので，基本的には共有に係らない特許の場

合の利益状況とさして変わらないものと えら

れる。

. 結 語

以上，本稿では，共有特許と倒産という従来

あまり論じられてこなかった問題について，共

有特許の共有者の一人が倒産した場合の相共有

者及びライセンシーに生じる影響とその対策と

いう観点から検討を試みた。本稿が，関係各位

の理解の一助となれば幸いである。
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ENFORCEMENT,AND EXIT STRATE-

GIES”PractisingLawInstitutePatents,Copy-

rights,Trademarks,and Literary Property

CourseHandbookSeriesPLIOrderNo.G0-

0166参照。

43) 通常実施権は，登録することなく管財人に対抗で

きると解することもできるとする見解もある（田

淵智久「「ライセンス契約」におけるライセンサー

倒産に対する対処（上）その②理論上の問題」，

NBL，540号（1994年），６頁以下）。しかし，同

人が別稿（「更生手続開始とライセンス契約」，判

例タイムズ，866号，「会社更生・会社整理・特別

清算の実務と理論」（1995年），116頁以下）で述べ

られているように，実務的には，登録されていな

い通常実施権は，管財人はそれが存在しないもの

として処理することのできる可能性が高いもの

と える。

44) 松嶋英機「特別清算の実務の現状と問題点」，金融

法務事情，1475号（1997年），95頁以下は，物権変

動の効力を特別清算人に対して主張できるかど

うかという点について，実務上は，破産管財人の

場合と同様に対抗要件の具備を必要とする旨指

摘する。

45) 会社整理手続における債務者の法的地位につい

て，大阪高判平成９年７月23日，判例タイムズ，

980号，271頁は，「会社整理手続においては，会社

とそれぞれの債権者との間の実体関係をそのま

ま認めて，整理を実施させるものであって，取締

役に破産管財人のような特別の地位を認め，会社

を第三者のように扱って債権者との間に対抗関

係を持込むものではないと えられる。したがっ

て，会社整理手続中であっても，債権譲渡通知の

有無や効力にかかわりなく，会社（控訴人）と被

控訴人との間では，既にされていた債権譲渡は有

効であって，その債権は被控訴人に属するものと

扱うべきである」と判示している。

46) 霜島・前掲注30)，378頁以下は，会社整理，特別

清算における双務契約の処理について，「相手方

は同時履行の抗弁権を失わないが，自己の請求権

を行使することはできず，にらみ合いになる。結

局，合意解除により処理することになろうが（特

別清算においては，債権者集会の決議または監査

委員の同意を要しないと解する，商法445条１項

参照），破産・会社更生の場合と異なり，倒産者ま

たはその管理機構に履行・解除の選択権がないの

で，倒産処理側に有利な解決ははかりえないこと

も多い。立法的対策を講じる必要がある。」とす

る。

47) ライセンス契約の法的性格の詳細については，金

子宏直「技術ライセンス契約と倒産手続における

処理（二）」，民商法雑誌，106巻，２号（1992

年），104頁以下参照。なお，諾成者と実施権者の

いかなる債権債務が対価関係を有するかについ

て，理論上，特許実施契約については，許諾者が

実施権者に対して許諾技術を永続的に実施させ

る債務と実施権者が対価（実施料）を許諾者に支

払う債務が互いに対立しているとする え方と，

実施料は実施許諾の取得の対価であるという

え方がある。仮に，実施料と許諾取得の間に対価

関係を認める場合には，特許実施契約の許諾者側

の債務は既履行となり，双方未履行双務契約に該

当しないこととなるが，かかる え方は実務には

適合しないものといえよう（同旨，国谷史朗「倒

産とライセンス契約の保護－双務契約解除の基

準－」（『知的財産法制』，東京布井出版，1996

年），286頁）。

48) 田淵・前掲注43)「更生手続開始とライセンス契
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約」は，「明らかに「双方未履行の双務契約」に該

当しない場合には，会社更生法103条の適用が否

定されることは当然である。プログラム使用ライ

センス契約のうち，パッケージ・ソフトの場合の

ようにロイヤルティーが一括して前払いされて

いるような場合がこれに該当する。」とする。

49) 専用実施権の法的性質について，特許庁編・工業

所有権法逐条解説〔第14版〕，199頁（発明協会，

1998年）参照。

50) 金子・前掲注47)「技術ライセンス契約と倒産手続

における処理（二）」，220頁は，用益物権としての

性質を有する専用実施権を目的とする専用実施

権契約を管財人が解除することはできないと解

すべきであり，専用実施契約については破産法59

条及び会社更生法103条の適用を否定すべきであ

るとする。

51) この点，伊藤他・前掲注39)，139頁は，「再生債務

者はこの選択権を恣意的に行使してはならない

のであり，総債権者の利益に資するか否かとい

う，管財人と同様の判断に基づき選択を行わなけ

ればならない（再生債務者の公平・誠実義務（法

38条２項）が具現化する場面といえる）。選択権の

濫用的行使に対処する方策としては，解除を裁判

所の許可にかからしめること（法41条４号参照）

による事前チェックが可能であり，また，あまり

に不当な選択がなされた場合には，再生債務者が

法人であるときは，財産の管理処分が失当である

として（法64条１項），管財人の選任にいたること

もありうる。」とする。

52) 本論点に関する従来の学説の状況をまとめたも

のとしては，金子宏直「ライセンサー倒産におけ

る諸問題」，L＆T，15号（2002年），37頁以下を参

照。

53) 金子・前掲注47)「技術ライセンス契約の倒産手続

における処理（二）」参照。

54) 平成15年９月10日法制審議会総会決定「破産法等

の見直しに関する要綱」のうち該当部分は次のと

おり。

「第一 法律行為に関する倒産手続の効力

一賃貸借契約等

３ 賃貸人の破産

(一) 破産管財人の解除権

⑴ 第五十九条の規定は，賃借権その他の使用

及び収益を目的とする権利を設定する契約につ

いては，相手方が当該権利について登記，登録そ

の他の第三者に対抗することができる要件を備

えているときは，適用しないものとする。

⑵ ⑴の場合において相手方が有する請求権

は，財団債権とするものとする（第四十七条第七

号参照）

(注一) 再生手続及び更生手続においても，同

様の規律を設けるものとする。

(注二) ⑴及び⑵の え方は，特許権について

の通常実施権（特許法第九十九条参照），商標権に

ついての通常使用権（商標法第三十一条第四項参

照）等第三者に対抗することができる権利を目的

とするライセンス契約におけるライセンサーの

破産についても適用されることになる。」

55) 雨宮定直「特許法上の通常実施権の許諾と登録手

続義務」（判例ライセンス法：山上和則先生還暦

記念論文集，発明協会，2000年）225頁以下は，特

許権者から許諾による通常実施権の設定を受け

た場合，黙示の登録特約が認められる可能性があ

る場合のあることを示唆する。しかし，同著者が

指摘するとおり，実際に登録が行われないことに

は，特許権の事後の取得者に当該通常実施権を対

抗することはできない。

56) 平成13年の通常実施権（使用権）の設定登録件数

は，特許で273件（特許庁HP「各種統計」「権利

の変動に関する統計表」）にすぎない。

57) この点に関する問題点の指摘については，2003年

２月21日付日本弁護士連合会「倒産時におけるラ

イセンシー保護に関する意見書」http://www.

nichibenren.or.jp/jp/katsudo/sytyou/iken/

data/200310.pdf参照。

58) 債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例に関す

る法律

59)「破産法等の見直しに関する中間試案」について

の法務省民事局参事官室の補足説明は，「対抗力

の具備を要件とすることに対しては，⒜ノウハ

ウ・ライセンスの場合やプログラムの著作物に係

るライセンスの場合のようにライセンシーの権

利についての対抗要件制度が用意されていない

ものがあること，⒝特許権についての通常実施権

のように，対抗要件制度は存在しても通常実施権

者には登録請求権が認められないと解されてい

るため，実際上，通常実施権者が登録による対抗

要件を備えることを期待できないことから，保護

すべきライセンス契約ないしライセンシーの権

利を画するに十分ではないとの指摘がある。しか
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し，対抗力を具備する方途の認められた権利は，

それだけ保護に価する権利であることが，実体法

上明らかにされているのであり「①（賃借権等の

利用権について相手方が対抗力を備えている場

合には，破産管財人は第59条に基づく解除ができ

ないものとする）」の取扱いは，そのようにして示

された実体法上の要保護性に関する判断を破産

手続における双方未履行双務契約の破産管財人

による解除の局面において反映させるものであ

る対抗要件の具備以外に要保護性の客観的な指

標を見出すのは困難であり上記⒜及び⒝の問題

に関しては，対抗要件制度の整備・充実等に委ね

るのが適切であると える。」としている。

60) なお，権利濫用が認められる場合においては，管

財人等は自己の第三者としての地位を主張する

ことも封じられるべきものと える。

61) なお，特許権を放棄するにはライセンシーの承諾

が必要である（特許法第97条第１項）。

62) かかる事案においても，上述の権利濫用の適用が

問題となるものと解される。

63) 前述したとおり，破産手続，新会社更生手続及び

民事再生手続においては，一定の範囲で相共有者

の利益保護が立法的に図られている。そして，相

共有者が倒産者の共有持分を買い受けた場合，通

常実施権者たるライセンシーは，未登録では当該

相共有者に通常実施権を対抗できない（特許法第

99条第１項）。

64) 少なくとも，登録に向けた努力は，後に管財人に

よる解除権行使の濫用の判断において 慮され

る可能性があるものと えられる。

65) 今まであまり議論されていない問題であるが，対

抗要件否認制度の趣旨（対抗要件を備えていない

財産を債務者の所有財産と信頼した一般債権者

の保護）に鑑み，通常実施権の登録にも同制度が

適用されうるとする え方と，複数の実施権の許

諾が可能であるという無体財産権の特殊性に鑑

み，通常実施権の許諾は同条の規定する権利変動

には該らないとして同制度の適用を否定する

え方がありうるように思われる。

66) エスクロウ契約の詳細については，小川憲久「エ

スクロウ利用によるソフトウェア担保の実現」，

法とコンピュータ，14号（1996年），15頁以下参

照。また，財団法人ソフトウェア情報センターに

よるソフトウェアエスクロウの概要については，

http://www.softic.or.jp/escrow/参照。

67) 否認制度については，例えば，伊藤・前掲注26)，

330頁以下，霜島・前掲注30)，303頁以下参照。

68) 特別清算手続及び会社整理手続においては否認

制度は存在せず，民法上の詐害行為取消権（民法

第424条）が利用される。

69) 米国におけるライセンサーが倒産した場合の取

り扱いについては，中尾俊夫「米国知的財産破産

保護法の概要」，NBL，434号（1989年），６頁，

同436号（1989年），29頁，比較的近時のものとし

てKenneth Klee他「RECENT DEVELOP-

MENTS CONCERNING INTELLECTUAL

PROPERTY AND BANKRUPTCY」Amer-

icanLawInstitute-AmericanBarAssociation

ContinuingLegalEducation243参照。

(原稿受領日 2003年10月21日)
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